
フオーラム新桑名研修報告書

委員名 : 愛敬 重之

■ 平成 27年度 市町村議会議員特別セミナー~ 災害に強い地域づくり~

研修日時 :平成 27年 10月 26 日 (月) 午後 1 時 30 分 ~ 16 :45
｢日本の火山活動と防災｣ 静岡大学防災総合センター教授 ･副センター長、教育学
部教授 小山真人 氏
｢災害時の要援護者支援｣ 跡見学園女子大学観光コミュニティ学部 コミュニティ
デザイン学科教授 鍵屋 一 氏
平成 27年 10月 27日 (火) 午前 9時 00分~ 12 時 15分
｢災害時の議会の役割｣ 山梨学院大学法学部教授 ･大学院研究長 ･博士
江藤 俊昭 氏
｢東日本大震災被災地 ･南相馬市議会の経験とこれからの防災対策｣ 南相馬市議会
議長 平田 武 氏

｢日本の火山活動と防災｣
静岡大学防災総合センター教授 ･副センター長、教育学部教授 小山真人 氏
表題では ｢日本の火山活動と防災｣ となっていましたが今回は、富士山をメインに講演されて
いました。
まず噴火の原動力について
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火山で起きる危険な現象
空から降る
①火口から放射線を描いて飛んでくる一弾道岩鬼 (火山弾= 大きな噴石)
②火口から噴煙として立ち上がり、風に流された後、浮力を失って地上に落下する- 降下火
山灰 (< 2 m m )、 降下火山れき (2 ~ 64 m m ) (= 小さな噴石)

火口から流れる



溶岩流、火砕流、火砕サージ、ラハール (火山泥流 ･土石流)、岩暦なだれ

火口から漂う
火山ガス
火山ガスとその特徴
･火山ガス :マグマ中に溶け込んでいる揮発性成分が気化したもの
･火口や噴気孔から放出されるほか、噴出物からも少量放出される。たいていは空気より重
く、低地に滞留する。
･主要成分 :水 (H 20 )

二酸化炭素 (C 0 2)

硫化水素 (H 2S )
二酸化硫黄 (S 0 2)

塩化水素 (H C I )
･毒性 :水以外は猛毒 (濃度が高い場合)。匂いがするうちは低濃度

富士山で生じやすい噴火

富士山 (山全般) でショルター設置の前にやるべき一

①登山客対策に関する行政上の縦割りの解消
②ヘルメットを含む安全装備の着用義務化
③入山登録の義務化
④緊急警報システムの配備
⑤登山客の抑制
⑥噴火警戒レベル2の活用
⑦登山客の避難ガイドラインの策定
⑧登山客への普及啓発
以下の8項目が重要とありました。
富士山 (山全般) で噴火に遭遇したら

①火口や噴火場所を周囲の状況を見て把握する



②場所が分かったら、できるだけ火口から離れる
③その際、火口の下流方向には近づかない
④場所によっては、登山道を目指してもよい
⑤風が強い場合には、小さな噴石や火山灰を避けるために、風下方向へ近づかないようにす
る。
⑥地形がわかる地図があれば、火口の場所、周辺の状況、逃げられる方向について地図から
判断する

自然の災害と恵みは表裏一体
小山講師は、短期的には悲惨な災害であっても、長い目でみれば大きな恵みを人間社会にも
たらしているものが多いと話していました。
自然理解の基本については、このことに気付かないと、災害は単なる不条理でしかなく、苦
しいだけのものとなる

箒災害は暗い、 考えたくなし、

ヲ不熱心、 逃避、 いやいや

防災教育= 火山のリスクとベネフィット (恵み) の両者についてバランスのとれた教育が必
要なのがよく理解できた。

火山の恵み
①広くなだらかな山麓と平野
②風光明蛎な山体と高原
③湖
④豊富な地下水
⑤美しい造形
⑥肥沃な土壌
⑦火山特有な鉱山資源
⑧温泉

｢災害時の要援護者支援｣
跡見学園女子大学観光コミュニティ学部 コミュニティデザイン学科教授 鍵屋 一 氏

まずこの要支援者支援の報告に入る前に東日本大震災での死者について

0 高齢者が死者の約6 割、 瞳がい者の死亡率は2 倍、 3 , 1 9 4 名の震災関連死 (乍5 . 4
復興庁)
○死者は自治体職員2 2 乍名、 消防団員2 5 4 名 (↑3 .9 .9 N H K オンライン) 民生委員5
6 名。 福祉施設職員8 6 名 G T1 2 .乍3 河北新報社)
･地域とのつながりが弱い方
･安全だと思われた福祉施設や病院
･要支援者の避難支援に向かった支援者
･移動中、避難所や福祉避難所で衰弱

分かりやすい防災での支援体系がありましたので、
添付させていただきます。



鬮翼繭薑凹面陣

爾趣き袈“請い

自助は家族防災会議から !
◎テキスト
わが家の防災スタートブック

◎内容
①持ち出し品 (備蓄) は共通物と特別なニーズに対応する物

②家族の個人情報や連絡先
③減災対策 (家具固定、ガラス飛散防止など)

④地震その時の行動例
◎備蓄としては

日傘雨傘は必須といっていました。

･猫砂、 携帯トイレ

ワk道水 ･食料 ･薬
･ カセッ トコ ンロ

･ラジオ、 携帯

･新聞紙、 レジ袋、風呂の残り湯など十特別なニーズに必要な物

東日本大震災における近所に人と福祉関係者の避難支援
(内閣府) ｢避難に関する総合的対策の推進に関する実態調査結果報告書｣ 2013年
0 避難行動に関わる情報源 (315人、複数回答あり)

･家族など同居している人の判断 1 0 1 人

･近所の人、友人等からの連絡 9 7 人

･福祉関係者からの連絡や声かけ 7 4 人

0 避難行動に関わる支援者 (197人、複数回答あり)

･近所の人、友人等面識のある人 6 0 人

･家族など同居している人 8 5 人



･福祉関係者 5 3 人

ここでよく分かったのが、近所の人と福祉関係者の役割が大きいという事です。
東日本大震災から、高齢者の事例や陣がい者の事例の解説がありました
高齢者の事例
･避難所では高齢者が冬のような寒さから体力が著しく低下した。
･環境の激変で認知症状が悪化し、オムツをしているが介護者がいない。
･仮設住宅や集合住宅になじめず壊れた家に戻って暮らしていた。
･大丈夫と言っていたが、さまざまな手続きが困難だったり判断が難しい人もいた
･仮設住宅が窮屈な環境で家族とずっと一緒にいて関係が悪くなった
･家から閉め出され、行き場がなくなった
障がい者の事例
･在宅の陣がい児者を高齢者が世話をしている家庭も多かった。残念なことに、高齢者の判
断が遅れ、ともに逃げ遅れた事例がいくつもあった。
･自閉症の子どもがいることを近所の方が前から知っていたので、支援に駆け付け、一緒に
避難して助かった
･多くの被災者を回った経験からは、残念なことに陣がい者にとって地域の助け合いは重要
だが、必ずしもうまく行われていないと思う。
ここでは、特別支援学校は要援護者が安心して避難できる避難所であることが理解できた。
地域 (近助) の役割

｢こころ｣ の支援 !

･心配され、気遣われるのがうれしい。
･モノや手伝いは心を伝える手段。
･ ｢こころ｣ の支援ならだれでもできる。
･役に立たない人はいない。

◎要援護者こそ、 すぐれた ｢こころ｣ の支援者になる。
災害時の決めては ｢ご近所力｣ だといっていました。普通に考えてそうだろうと思いますが、都
会ではこのご近所力が希薄化しているのも事実のようです。
ご近所力①
◎社会関係資本S o c i a I C a p i t a l
人や地域のつながり= 信頼の絆= ご近所力
社会関係資本は、人々を賢く、健康で、安全で、豊かにし、公正で安定した民主主義を可
能とする。
※ ｢ご近所力｣ は付加的価値ではない
※ ｢ご近所力｣ こそが、安心安全の源泉
地区防災計画と難しく考えないで ｢ご近所力強化計画｣ です。
ご近所力②
◎ご近所力 = コミュニティには 2 つの意味

①地縁的 ･財産管理的な組織
･自治体 ･町内会は学校区組織 ･マンション管理組織 …
②普通の目的 ･価値で活動する組織
消 防団、 P T A、 商店街、 地域ボランティア ･ N P O…
地区防災計画では①②を縦横斜めに連結し、地域全体の防災力とコミュニティ力、個人の幸
福感を高める ｢可能性｣ をもつ
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地区防災計画
災害に強い地区のキーワード

◎ハード X ソフト X ハート

･耐震性、設備、備蓄
･計画、訓練、自治体、地域連携
･あいさつ、 おしゃべり、 イベント、 まちづくり活動などで顔の見える、 助け合える関係
｢災害時の議会の役割｣
山梨学院大学法学部教授 ･大学院研究長 ･博士 江藤俊昭 氏

議会基本条例での災害時でのルール化の意味
①平時と災害時をつなぐ (つながらないと議会はバ
ラバラ) →首長による地域経営

…‐ '嚢雌癈榊躍嚢
薹癈癈榊臟

②ル-ル化
･平時、及び災害時をつなぐ
･災害の対応の明確化
･その実践としての見直し、 訓練

ともに市本部と連携し、災害情報の収集に努める。
情報をまとめ、災害情報を市本部に提供していく。ここで重要なのは、提供はあくまでも、災害
対策会議を通じて行う。
その後、 必要に応じて、 国、 県、 関係機関等に対し、 要望活動を行っていく。 この場合におい

ては、広域的な視点に立ち、関係自治体の議会と十分な連携を図る。 (災害対策会議のメンバー
については、議長、副議長、各会派の代表者で構成する)
大津市や大船渡市などは、想定する災害について明記していることも紹介されていました。
議員は日常活動からも危機管理について考えていなIナればならない。
｢東日本大震災被災地 ･南相馬市議会の経験とこれからの防災対策｣
南相馬市議会議長 平田 武 氏
東日本大震災での南相馬市の被害の状況
☆人的被害 (平成 27年 6月 17日現在)
①死者 1 , 1 0 9 人 (うち震災関連死 4 7 3 人)
②行方不明者 0 人
③負傷者 5 9 人 (重傷者 2人、軽症者 5 7 人)
住家被害 (平成 27年7月 31日現在)
☆全世帯数 2 3 , 8 9 8 世帯 (全壊、大規模半壊、半壊、一部損壊 地震 ･津波に区分)
☆医療関係の状況 (平成 27年 8月 1日現在)
施設数は震災前8施設ありましたが、現在稼働施設6 (休止 1 廃止 1 )

国からの原発事故による避難指示等の状況
‘ 南相馬市は原子力発電所から半径 1o k m ~ 30 k m
疼と距離車に避難指示が異なり町ごとに避難の指示
が異なりどのように対処したのか非常に興味があ
りました。
市全体での行動がとれない状況は大問題かと



国から疊原難事敷による避難指示等の状況
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福島第一原子力籠量所から半経博Km圏内の住長に避難指示
福島第一原子力発霊断から半径加Km圏内の佳麗二避難指示＼
福島第一原子妻発電所から半径20K m 以上aokm 圏内の住民にし

屋内避難の指示
福島第糟原子力発電所から半径20K m圏内を警戒区域幅設定
福島第一原子力挑電研か准半経国K m 以上3Dkm圏内の屋内退

避を解除,計画的避難匡域及び緊急時避難準備区域を設定.
･

12:3 Q 特定避難勘騨地点として野地点髄9世帯)を設定
懐をoo 特定避難勧奨地点として繭地点0 2世帯)を設定
胆計 ･緊急時避難準備区域を解除
12:固 持壼避難勧奨地点些して製地点(盤世帯浩設慮

癈祓庭域及び計画的避難医域を、避難指示解除準備区域、居住
制限区域及び帰還困難匡轉に見直し

0 :00 特定避難勧奨地点を解除

避難指量解除準備区域解除を目標としている

議会での活動状況では、議員が独自に収集した情報や市民からの要望を議会とし集約 ･整理

し、災害対策本部へ情報として提供した。その後、避難所現地調査として市外避難所 37 ヶ所

を訪問したようです。その後、現地調査などにより明らかとなった問題について、国や県、関

係機関へ要望書を提出。
放射能との戦いは始まったばかり
◎復興にはスピードが大切
･放射能の除染と除染廃棄物の処理が進まないと帰還が進まない。
･時間の経過により帰還への意欲が減退する。
･避難生活の長期化により地域コニユニティが崩壊する。
◎世代を超えた長期的な戦い
･セシウム 137 の半減期は 30 年である。
･核燃料の取出しに 30年以上はかかる。
･国の ｢森林除染は必要性に乏しい｣ は被災地にとって受け入れがたい。
･長期にわたる健康被害の対策が必要となる。

原発事故からの教訓 (南相馬からの問題提起)

2

3

原子力防災計画の必要性
珍国は m k m 圏内の原子力防災計画は必要がないとしてきたが、住民の緊急避難の対応

には不可欠である。
警戒区域等の指定は市町村単位が基本
当国は原子力発電所からの直線距離 (1o k m、 20 k m、 30 k m ) による同心円で警戒区

域等を設定したことにより市が分断された。
広域的な援助体制の確立と長期的な支援体制の確立
つ広域災害に対応するために、全県全市町村をエリア分けした援助協定が有効である。

以上



南相馬市議会災害対策支援本部設置要領
(災害時議員行動マニュアル)
‐ う ‐ ‐ ‐

;

南相 馬 市 議 会
(平成 2 5 年 6月 2 6 日 制定)



南相馬市議会災害対策支援本部設置要領

平成2 5 年 6 月 2 6日制定

･(趣旨)
第 1条 この要領は、南相馬市において地震等の災害が発生したときに、南相
馬市議会が南相馬市災害対策本部 (以下 ｢市災害対策本部｣ という。 ) と連
携し、災害対策活動を支援するとともに、議員自らが迅速かつ適切な対応を
図るため、必要な事項を定めるものとする。

(災害の定義)
第 2条 ここでいう ｢災害｣ とは、 市災害対策本部の設置に該当する災害をい
つ。

(災害対策支援本部の設置)
ゞ 第 3条 南相馬市議会議長 (以下 ｢議長｣ という。 ) は、地震等の災害により
市災害対策本部が設置された場合、 これに協力するため、南相馬市議会内に
. 南相馬市議会災害対策支援本部 (以下 ｢災害対策支援本部｣ という。 ) を設
置することができる。

(災害対策支援本部の構成)
第4 条 災害対策支援本部は、本部長、副本部長、本部役員及び本部員をもっ
て構成する。
2 本部長は、議長をもって充て、 災害対策支援本部の事務を総括し、本部役
員及び本部員を指揮監督する。
3 副本部長は、副議長をもって充て、本部長を補佐し、本部長に事故あると
きは、その職務を代理する。
4 本部役員は、各常任委員会の委員長をもって充て、本部長及び副本部長を
補佐するとともに、災害対策支援本部の事務に従事する。 ･

5 本部員は、本部長、副本部長及び本部役員を除く全ての議員をもって充て、
本部長の命を受け本部の事務に従事する。

(災害対策支援本部の任務) ･

第 5条 災害対策支援本部は、次に掲げる事務を行うものとする。
(1) 議員の安否等の確認を行うこと。
(2) 市災害対策本部から災害情報の報告を受け、各議員に情報提供を行うこ

. と。 - -
･
‐

'

(3) 災害情報を収集 ･整理し、 市対策本部に提供すること。
(4) 被災地及び避難所等の調査を行うこと。
(5) 必要に応じて国 ･県等への要望を行うこと。



(6) その他、本部長が必要と認める事項に関すること。
(議員の対応) .
第 6条‐ 議員の対応は、

.次に掲げるとおりとする。
(1) 自らの安否及び居所又は連絡場所を災害対策支援本部に報告し、連絡体
制を確立すること。
(2) 災害対策支援本部から情報の提供を受けること。
(3) 各地域における被災地及び避難所等での情報収集を行い、必要に応じて
, 災害対策支援本部へ報告すること。
(4) 各地域における活動に協力すること。
(5) 各地域において被災者に対する相談及び助言等を行うこと。

(議会事務局の対応) . ･･

、第 7 条 議会事務局の対応は、 次に掲げるとおりとする。
(1)、事務局長は、市災害対策本部の会議等に出席し、情報収集に努めるとと
もに、災害対策支援本部へ情報提供を行う。

. (2) ･事務局職員は、災害対策支援本部の業務に従事する。　　 　 　
　

(市災害対策本部への要請等) ‐

第 8条 市災害対策本部への要請及び提言については、本部長を通じて行うも
- のとするが、 緊急の場合にあってはこの限りではない。
ただし、緊急的に行った要請及び提言については、その内容を本部長に報
告するものとする。

(市災害対策本部との協議)
第 9条 市災害対策本部から災害対策支援本部として緊急の判断を求められた
場合は、本部長及び副本部長が協議のうえ対処するものとする。は
＼
〉

(記録)
、第10条 災害対策支援本部は可能な限り活動記録を作成するものとする。

(その他)
第11条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は本部長が別に定めるもの
とする。 , ･ ご>

附 則
この要領は、‘平成 2 5 年 6月 2 6日から施行する。

＼



『}災害時行動マニュアル』

災 害 対 応

○ 初 動 ,
.

① 市に災害対策本部が設置されるような甚大な災害が発生した場合、議
- 長及び副議長は議会事務局に参集
② 市が災害対策本部を設置した場合、事務局長から議長に対し、その旨
を連絡

＼③ 議長は副議長と協議し、議会災害対策支援本部の設置を決定

.④.議会災害対策支援本部を議会控室に設置
･

⑤ 議員及び市に対し、議会災害対策支援本部の設置を報告

○ 初 期

①.各議員は自身の安否
.･居所 ･連絡先等を議会災害対策支援本部に連絡

② 各議員は本部の指示に基づき本部に集合、または現地における情報収
集及び支援活動へ協力

○ 中 ･期

① 市災害対策本部との情報交換及び諸要請の実施
② 被災者に対する助言及び相談

○ 後 期
① 全員協議会を開催し、被災状況の掌握
② 市災害対策本部への協力 ･

③ 被災地、避難所等の視察
④ 県、 国への要望活動
⑤ 必要により臨時会の開催


